
 

 
－250－ 

 

認定第５号 

 

 

令和元年度愛西市水道事業会計決算の認定について 

 

 

 地方公営企業法第３０条第４項の規定により、令和元年度愛西市水道事業

会計決算を、別紙監査委員の意見をつけて議会の認定に付する。 

 

 

   令和２年８月３１日 提出 

 

 

愛西市長 日 永 貴 章 

 



 します。

愛西市監査委員　戸 谷  治

愛西市監査委員　髙 松 幸 雄

令和元年度愛西市水道事業会計決算審査意見について

愛西市水道事業会計の決算について審査した結果、次のとおりその意見を提出

２愛西監第８４号
令和２年８月５日

　愛西市長　日 永 貴 章　様

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付された令和元年度



第１

第２

第３

第４

　また、経済性の発揮、公共の福祉増進という公営企業経営の基本原則

令和元年度愛西市水道事業会計決算審査意見

審査の対象

　令和元年度愛西市水道事業会計決算

審査の期間

　令和２年７月１日から令和２年７月２９日まで

審査の方法
　審査にあたっては、市長から提出された決算諸表が地方公営企業法に
基づいて作成されているかを確認し、かつ、これらの書類が当年度の経
営成績及び財政状況を適正に表示しているか否かを検証するため、関係
諸帳簿・証拠書類及び主管課長等から提出された資料と照合し、併せて
関係職員からの説明を聴取し審査を実施した。

に則って経営されているか否かを確認した。

審査の結果
　審査に付された決算及び決算附属書類は、いずれも関係法令に準拠し
て作成されており、その計数は関係諸帳簿証書類と符合し、その内容も
正確で、経営成績及び財政状態を適正に表示していると認められた。
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令和元年度 愛西市　
１　収益的収入及び支出

収　　　　入

地方公営

定による

支　　　　出

0

地方公営
企業法第
２４条第
３項の規
定による
支 出 額

第1款 水道事業費用

予備費支出額

512,589,000 0

0

0

0

特 別 利 益第３項

0営業外収益第２項 20,834,000

4,000 0

第１項

0

0

0

0

0

第２項 営業外費用

0

493,151,000

17,134,000

0

304,000

営 業 収 益

当初予算額

予　　                   　　　算　　　                    　　額

0

0

00

第１項

2,000,000 0

第３項

第４項 予 備 費

特 別 損 失

0

営 業 費 用

区     分

区      分
当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

予　　　                    　　算　　                    　　　額

水道事業収益第１款 492,241,000

0

0 0

471,403,000

補正予算額

0

流用増減額

0

0

0

0
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内仮受消費税

34,845,126

内仮受消費税

34,788,893

内仮受消費税

56,233

内仮払消費税

21,956,449

内仮払消費税

21,956,449
0

小   計

512,589,000

[消費税及び地方消費税込 単位:円]

34,192,306

[消費税及び地方消費税込 単位:円]

企業法第２４条第３項の規

支出額に係る財源充当額

備 考

20,834,000 1,004,4620 21,838,462

0

304,000

0

0

2,000,000

0

0 7,891,470

23,996,836493,151,000

17,134,000

2,000,000

478,396,694

469,154,164

9,242,530

0

0

304,000

512,589,000

0

0

02,000,000

予　　                   　　　算　　　                    　　額

471,403,000

493,151,000

17,134,000

予　　　                    　　算　　                    　　　額

水道事業決算報告書

合  計

0

492,241,0000

451,866,715

予算額に比べ
決算額の増減

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰 越 額

△ 18,535,823

△ 19,536,285

4,000 △ 4,000

決 算 額

0

0

備 考不用額
合  計

473,705,177

決 算 額

0

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰 越 額

304,000
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　２　資本的収入及び支出

第２項 29,865,000 0 0

24,420,000 0 0 24,420,000 0

  資本的収入額が資本的支出額に不足する額 112,709,005円は、過年度分損益勘定留保資金
補てんしました。

第１款 資 本 的 収 入

収　入

区　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　算

当初予算額 補正予算額 小   計

地方公営企

業法第２６

条の規定に

よる繰越額

に係る財源

充当額

039,003,00039,003,000 0

9,138,000 0第１項 分 担 金 9,138,000 0

工 事 負 担 金 29,865,000

支　出

区　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　算

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小 計

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

第１款 資 本 的 支 出 220,704,000 0 0 220,704,000 0

第１項 建 設 改 良 費 196,284,000 0 0 196,284,000 0

第２項 企業債償還金
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額

内仮受消費税

1,388,880

内仮受消費税

1,388,880

0 29,865,000 35,896,540

額

継続費

逓 次

繰越額

内仮払消費税

12,273,620

内仮払消費税

12,273,620

0 24,420,000 24,418,320 0 0 0 1,680

105,083,816円、及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 7,625,189円で

0 39,003,000

備　　　　　　考

継続費

逓次繰

越額に

係る財

源充当

額

合  計

予算額に比べ

決算額の増減

14,162,420

決算額

53,165,420

0 9,138,000 17,268,880 8,130,880

6,031,540

継続費
逓 次
繰越額

合 計

地方公営
企業法第
２６条の
規定によ
る繰越額

決算額

[消費税及び地方消費税込　単位:円]

220,704,000

不用額 備　　考
合　計

165,874,425 0 0 0

翌年度繰越額

0 54,829,575

[消費税及び地方消費税込　単位:円]

0 0 54,827,895196,284,000 141,456,105 0 0

- 254 -



- 255 -



円 円 円

0 0

12,574,320

(3）そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

(3）

278,129

固 定 資 産 売 却 収 益 0

4,237,130

経 常 損 失

17,545,573消 費 税 0 4,237,130

(1）

447,197,7150

0

0

720,000

５ 特 別 利 益

営 業 外 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

４

(1）

受取利息及び配当金(1）

(5）

令和元年度  愛西市水道事業損益計算書

（平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで）

412,984,974

１

197,625,680

22,605,698

4,092,848 417,077,822

営 業 収 益

営 業 費 用

91,824

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2）過 年 度 損 益 修 正 益

(2）雑 支 出

(4）雑 収 益

(3）

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

12,574,320

354,959,576

342,385,256

(2）過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 損 失

(1）固 定 資 産 売 却 損 0

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

６

0

３

営 業 損 失

127,142,284

99,545,924

そ の 他 営 業 費 用

(5）資 産 減 耗 費

２

(1）

(2）

(2）他 会 計 補 助 金

(1）

(2）

(3）

(4）

(6）

営 業 外 収 益

総 係 費

減 価 償 却 費

30,119,893

消 費 税 還 付 金 21,782,703

長 期 前 受 金 戻 入 20,383,527

587,352
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令和元年度　愛西市水道事業剰余金計算書

　（平成３１年４月1日から令和２年３月３１日まで）

（注）　この計算書における△表記は、減少、又は損失を示すものであること。

資　本　金
剰　　余　　金

　　　　　　　　　　　　　　　　資　本　剰　余　金

自己資本金 借入資本金 受贈財産
評価額

建設事業
分担金

加入者
分担金

工事負担金

前 年 度 末 残 高 1,862,189,035 0 3,630,000 0 479,565,000 0

前 年 度 処 理 額 0 0 0

0

0 0 0

法 令 に よ る 処 理 額 0 0 0 0 0

利益積立金の繰入れ 0 0 0 0 0 0

議会の決議による処理額 0 0 0 0 0 0

処 理 後 残 高 1,862,189,035 0 3,630,000 0 479,565,000 0

当 年 度 変 動 額 0 0 0 0 15,880,000 0

一般会計出資金の受入れ 0 0 0 0 0 0

自己資本金への組入れ 0 0 0 0 0 0

長 期 前 受 金 へ の 振 替 0 0 0 0 0 △ 32,636,989

企業債を負債勘定へ振替 0 0 0 0 0 0

資 本 剰 余 金 の 受 入 れ 0 0 0 0 15,880,000 32,636,989

その他未処分利益剰余金
変 動 額

0 0 0 0 0 0

0当 年 度 純 利 益 0 0 0

0

0 0

当 年 度 末 残 高 1,862,189,035 0 3,630,000 495,445,000 0
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（繰越利益剰余金）

（当年度未処分
　利益剰余金）

[単位：円]

剰　　余　　金

資本合計
　　　　　　　　　　　　　　　　資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

国庫補助金 県費補助金 村費補助金 資本剰余金
合計

減債積立金 建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

0 0 0 483,195,000 0 59,143,136 354,959,576 414,102,712 2,759,486,747

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 483,195,000 0 59,143,136 354,959,576 414,102,712 2,759,486,747

0 0 0 15,880,000 0 0 △ 12,574,320 △ 12,574,320 3,305,680

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 32,636,989 0 0 0 0 △ 32,636,989

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 48,516,989 0 0 0 0 48,516,989

0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 12,574,3200 0 0 0 0 0

0

△ 12,574,320 △ 12,574,320

0 0 499,075,000 401,528,392 2,762,792,4270 59,143,136 342,385,256
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令和元年度　愛西市水道事業剰余金処分計算書

　　　　　　[単位：円]

自己資本金 借入資本金

当年度末残高 1,862,189,035
法改正により

負債勘定へ振替 499,075,000 342,385,256

条例第９条による処分額 0 0 0 0

減債積立金の積立て 0 0 0 0

建設改良積立金の積立て 0 0 0 0

 　（注）   　この計算書における△表記は、減少又は欠損を示すものであること。
　　　　
　　　　

　　　　　

未処分利益剰余金

処分後残高 1,862,189,035 499,075,0000

資本金
資本剰余金

342,385,256
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(令和２年３月３１日 )

１  固定資産 円 円 円 円

  （１）有形固定資産

      イ  土地 40,093,900

      ロ  建物 87,381,791

          減価償却累計額 66,781,913 20,599,878

      ハ  構築物 4,703,223,975

          減価償却累計額 2,143,647,261 2,559,576,714

      ニ  機械及び装置 1,016,716,090

          減価償却累計額 712,503,050 304,213,040

      ホ  車両運搬具 12,073,715

          減価償却累計額 10,664,429 1,409,286

      ヘ  工具、器具及び備品 6,359,190

          減価償却累計額 5,466,414 892,776

      ト  建設仮勘定 0

          有形固定資産合計 2,926,785,594

  （２)無形固定資産

      イ  電話加入権 142,433

          無形固定資産合計 142,433

  （３)投　　　　　　資

      イ  投資有価証券 0

          投資合計 0

          固定資産合計 2,926,928,027

２  流動資産

  （１）現金・預金 801,888,389

  （２）未収金 52,307,923

  （３）貸倒引当金 △ 707,710

  （４）有価証券 0

  （５）貯蔵品 256,835

  （６）前払費用 0

  （７）その他流動資産 0

        流動資産合計 853,745,437

        資産合計 3,780,673,464

令和元年度  愛西市水道事業貸借対照表　

資産の部
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３  固定負債 円 円 円 円

  （１）企業債

　　　　イ　建設改良に要する企業債 202,235,536

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　　企業債合計 202,235,536

  （２）借入金 0

  （３）リース債務 0

  （４）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　修繕引当金 5,300,000

　　　　ハ　特別修繕引当金 0

　　　　　引当金合計 5,300,000

  （５）その他固定負債 0

        固定負債合計 207,535,536

４  流動負債

  （１）一時借入金 0

  （２）企業債

　　　　イ　建設改良に要する企業債 24,818,397

　　　　ロ　その他の企業債 0

　　　　　企業債合計 24,818,397

  （３）借入金 0

  （４）リース債務 0

  （５）未払金 164,143,056

  （６）前受金 0

  （７）引当金

　　　　イ　退職給付引当金 0

　　　　ロ　賞与引当金 4,224,000

　　　　ハ　修繕引当金 0

　　　　ニ　特別修繕引当金 0

　　　　　引当金合計 4,224,000

  （８）その他流動負債 12,115,320

        流動負債合計 205,300,773

５　繰延収益

  （１）長期前受金 1,084,151,177

  （２）長期前受金収益化累計額 △479,106,449

　　　　　繰延収益合計 605,044,728

　　　　　負債合計 1,017,881,037

負債の部
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６　資本金 円 円 円 円

  （１）自己資本金

      イ  固有資本金 34,119,696

      ロ  繰入資本金 91,251,749

      ハ  組入資本金 569,392,864

      二  出資金 1,167,424,726

 自己資本金合計 1,862,189,035

　資本金 1,862,189,035

７  剰余金

  （１）資本剰余金

      イ  受贈財産評価額 3,630,000

      ロ  建設事業分担金 0

      ハ  加入者分担金 495,445,000

          資本剰余金合計 499,075,000

  （２）利益剰余金

      イ  減債積立金 0

      ロ  建設改良積立金 59,143,136

      ハ  当年度未処分利益剰余金 342,385,256

          利益剰余金合計 401,528,392

          剰余金合計 900,603,392

          資本合計 2,762,792,427

          負債資本合計 3,780,673,464

資本の部
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注 記

　重要な会計方針

1　固定資産の減価償却の方法

・減価償却の方法：定額法による。

・耐用年数：地方公営企業法施行規則別表第２号を基準としている。

2　引当金の計上方法

(1)退職給付引当金

　　職員の退職手当について市職員全体で退職手当組合に加入し、水道事業会計では

　毎年度支払う一定の負担金のみ費用負担し、積立金の不足に応じて発生する追加的

　な費用について一般会計で負担するので退職手当に係る引当金を計上していない。

(2)賞与引当金

　　水道事業職員に対して支給する期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当該

　事業年度に負担すべき支給見込額を計上している。

(3)貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、長期未収金の債権について回収不能見込

　額を計上している。
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